
知　的　財　産
教育研究共同利用拠点

提供プログラム：著作権ＦＤ

　平成 30 年度著作権法改正では、学校その他の教育機関で授業の過程における利用に供することを目的とした
異時公衆送信が認められ (35 条 )、その場合、教育機関設置者には相当な額の補償金を著作権者に支払う義務が発生する。
　当該条文は現時点で未施行ではあるが、令和 3 年 5 月 25 日までに施行されることが定められており、
多くの大学が当該補償金制度に参画する可能性が高い。大学としては単なる予算措置だけでなく、
教育現場の実情を踏まえた FD 研修の実施、既存教材・配信システムの見直し等も求められる。

本セミナーは、補償金制度等の現状報告を行うとともに、今後の行動計画を検討いたします。



◆ 拠点の紹介
教職員の組織的な研修等の共同利用拠点（知的財産教育）
山口大学大学研究推進機構知的財産センターは、平成２７年７月３０日に文部科学大臣から教育関係共同利用拠点 ( 拠点名：教職員の組織的な
研修等の共同利用拠点 [ 知的財産教育］) として認定を受けました（認定期間：平成２７年７月３０日～平成３５年３月３１日）。
本拠点は、知的財産教育の導入や必修化を検討している日本全国の大学等に対して、山口大学でこれまでに開発してきた教材等を利用し、
教員の授業内容および教育方法の改善を図る組織的な研修および研究を行い、大学等における知的財産教育に関する支援を行っております。
具体的には、知的財産教育構築に向けたコンサルティング、知的財産教育ＦＤ、知的財産関連ＳＤ、教材提供、特許検索システム機能の提供、
経年的に他地域拠点の形成等を目指し活動しております。
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